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消費税率の引上げに伴う消費税の円滑かつ適正な転嫁について 

 
 平成２４年８月に成立した「社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本

的な改革を行うための消費税法の一部を改正する等の法律」（平成２４年法律第

６８号）等において，消費税率（地方消費税率を含みます。以下同じ。）が令和

元年１０月１日に８％から１０％に引き上げられることが規定されています。 
 
 消費税（地方消費税を含みます。以下同じ。）は，価格への転嫁を通じて最終

的に消費者が負担する税ですが，消費税の円滑かつ適正な転嫁を確保する観点

から，「消費税の円滑かつ適正な転嫁の確保のための消費税の転嫁を阻害する行

為の是正等に関する特別措置法」（平成２５年法律第４１号）（以下「消費税転嫁

対策特別措置法」といいます。）が制定されています（平成２５年１０月１日施

行）。 
 
 消費税転嫁対策特別措置法においては，消費税の転嫁拒否等の行為の是正に

関する特別措置，消費税の転嫁を阻害する表示の是正に関する特別措置，価格の

表示に関する特別措置並びに消費税の転嫁及び表示の方法の決定に係る共同行

為に関する特別措置が講じられています（このうち，消費税の転嫁拒否等の行為

の是正に関する特別措置の内容については，別紙参照。）。 

 
 公正取引委員会，中小企業庁長官及び主務大臣は，消費税の転嫁拒否等の行為

に対して調査や指導を行い，また，公正取引委員会は，消費税の円滑かつ適正な
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転嫁を阻害する重大な事実があると認める場合などには，特定事業者に対して

勧告を行い，その旨を公表しています。この他，政府共通の窓口として内閣府に

消費税価格転嫁等総合相談センターを設け，消費税の転嫁拒否等の行為を受け

た事業者からの相談を受け付けるとともに，公正取引委員会や中小企業庁のほ

か各省庁においても事業者からの相談を受け付けています。加えて，書面調査を

悉皆的に行うなど，積極的に消費税の転嫁拒否等の行為がないかどうかについ

て情報収集を行っています。 
 
平成２６年４月１日の消費税率の５％から８％への引上げに係る転嫁拒否等

の行為については，公正取引委員会及び中小企業庁において，平成２５年１０月

から平成３１年３月までに，４，６６２件の指導，４８件の勧告・公表を行いま

した。 
また，平成３０年１１月２８日に公表された「消費税率の引上げに伴う価格設

定について（ガイドライン）」においては，小売事業者が自らの経営判断により

値引きを行うことに法令上の制約はないことを示す一方で，事業者間の取引に

ついては，下請事業者等がしわ寄せを受け，適正な価格転嫁ができず，増税分を

負担させられるような事態があってはならず，本年１０月の消費税率引上げに

際しても，消費税転嫁対策特別措置法で禁止されている不当な行為がなされな

いよう，引き続き，監視や周知を厳格に行っていくことを明らかにしています。 
さらに，平成３１年３月２９日には，「消費税の転嫁を阻害する行為等に関す

る消費税転嫁対策特別措置法，独占禁止法及び下請法上の考え方」（平成２５年

公正取引委員会）を改正し，消費税転嫁対策特別措置法上の考え方の一層の明確

化を図っています。 
 
上記ガイドライン等も踏まえ，今後，公正取引委員会及び中小企業庁としては，

本年１０月の消費税率引上げに当たって，中小企業等が適正かつ円滑に税率引

上げ分を転嫁できるよう，周知・広報や調査の強化を講じるなど，転嫁対策をよ

り一層強化してまいります。 
 貴社におかれては，上記の趣旨及び別紙の遵守事項等について十分理解し，本

年１０月の消費税率の１０％への引上げに当たって，消費税の転嫁拒否等の行

為を行うことがないよう，現場担当者に限らず貴社全体に周知徹底を図ってい

ただくとともに，担当役員等の責任者にはこれらの指導及び監督に当たらせる

など，貴社全体で適切な措置を講じるよう強く要請します。 
 
 また，上記の特別措置以外にも，消費税率の引上げに当たって，下請代金支払

遅延等防止法（昭和３１年法律第１２０号）に違反する行為を行わないように併

せて要請します。 
以上 



別紙 
消費税転嫁対策特別措置法における遵守事項 

 
消費税転嫁対策特別措置法では，特定事業者が特定供給事業者に対して消費

税の転嫁を拒否する行為が規制対象になっています。 
 

１．特定事業者と特定供給事業者 
 特定事業者 

（転嫁拒否をする側） 
（買手） 

特定供給事業者 
（転嫁拒否をされる側） 

（売手） 
① 大規模小売事業者 （注１） 大規模小売事業者に継続して商品

又は役務を供給する場合における

当該商品又は役務を供給する事業

者 
② 法人である事業者であって，右欄

に掲げる事業者から継続して商

品又は役務の供給を受けるもの

（大規模小売事業者を除く。） 

・ 個人である事業者 
・ 人格のない社団等（法人でな

い社団又は財団で代表者又は管

理人の定めがあるものをいう。）

である事業者 
・ 資本金の額又は出資の総額が

３億円以下である事業者  
（注１）大規模小売事業者とは，一般消費者が日常使用する商品の小売業を行う者（特定連

鎖化事業（中小小売商業振興法（昭和４８年法律第１０１号）第１１条第１項に規定

する特定連鎖化事業をいう。）を行う者を含む。）であって，その規模が大きいものと

して公正取引委員会規則で定める次のア又はイのいずれかに該当するものをいう。 
ア 前事業年度における売上高（特定連鎖化事業を行う者にあっては，当該特定連鎖

化事業に加盟する者の売上高を含む。）が１００億円以上である者 
イ 次のいずれかの店舗を有する者 

・ 東京都特別区及び政令指定都市の区域内にあっては，店舗面積が３０００平

方メートル以上の店舗 
・ それ以外の市町村の区域内にあっては，店舗面積が１５００平方メートル以

上の店舗 
 

２．特定事業者の遵守事項 

  特定事業者は以下に掲げる行為を行ってはいけません。 

（１）減額 

   商品又は役務について，合理的な理由なく既に取り決められた対価から

事後的に減じて支払うこと 

  ＜問題となる事例＞ 



ア 対価から消費税率引上げ分の全部又は一部を減じる場合 

イ 既に支払った消費税率引上げ分の全部又は一部を次に支払うべき対

価から減じる場合 

ウ 本体価格に消費税額分を上乗せした額を商品の対価とする旨契約し

ていたにもかかわらず，対価を支払う際に，消費税率引上げ分の全部又

は一部を対価から減じる場合 

エ リベートを増額する又は新たに提供するよう要請し，当該リベートと

して消費税率引上げ分の全部又は一部を対価から減じる場合 

オ 消費税率引上げ分を上乗せした結果，計算上生じる端数を対価から一

方的に切り捨てて支払う場合 

カ 「１０月１日以降○％値下げ」，「１０月１日以降○％ポイント付与」

等と表示したセールの実施に当たって，特定事業者が，自社の利益を確

保するため，消費税率引上げ分の全部又は一部を対価から減じる場合 

キ 標準税率が適用される商品の対価について，軽減税率が適用された場

合の対価まで減じる場合 （注２） 

（注２）標準税率が適用される商品の納入については，取引先に支払う対価は消費税

率引上げ分高くなるが，仕入控除税額もその分増加することとなる。 

 

（２）買いたたき 

   商品又は役務の対価について，合理的な理由なく通常支払われる対価よ

りも低く定めること 

  ＜問題となる事例＞ 

ア 対価を一律に一定比率で引き下げて，消費税率引上げ前の対価に消費

税率引上げ分を上乗せした額よりも低い対価を定める場合 

イ 原材料費の低減等の状況の変化がない中で，消費税率引上げ前の対価

に消費税率引上げ分を上乗せした額よりも低い対価を定める場合 

ウ 安売りセールを実施することを理由に，大量発注などによる特定供給

事業者のコスト削減効果などの合理的理由がないにもかかわらず，取引

先に対して値引きを要求し，消費税率引上げ前の対価に消費税率引上げ

分を上乗せした額よりも低い対価を定める場合 （注３） 

（注３）「１０月１日以降○％値下げ」，「１０月１日以降○％ポイント付与」等と

表示したセールの実施においても，考え方は同様である。 

エ 免税事業者である取引先に対し，免税事業者であることを理由に，消

費税率引上げ前の対価に消費税率引上げ分を上乗せした額よりも低い

対価を定める場合 （注４） 

（注４）免税事業者であっても，他の事業者から仕入れる原材料や諸経費の支払に

おいて，消費税額分を負担している点に留意する必要がある。 

オ 消費税率が２段階で引き上げられることから，２回目の引上げ時に消

費税率引上げ分の全てを受け入れることとし，１回目の引上げ時におい



ては，消費税率引上げ前の対価に消費税率引上げ分を上乗せした額より

も低い対価を定める場合 

カ 商品の量目を減らし，対価を消費税率引上げ前のまま据え置いて定め

たが，その対価の額が量目を減らしたことによるコスト削減効果を反映

した額よりも低い場合 

キ 標準税率が適用される商品について，消費税率引上げ前に税込価格で

対価を定めていることを理由として，消費税率引上げ後も消費税率引上

げ前に定めた対価を据え置く場合 

ク 標準税率が適用される商品について，消費税率引上げ前に税込価格で

対価を定めているところ，取引先からの対価引上げの要請や価格交渉の

申出がないことを理由として，消費税率引上げ後も消費税率引上げ前に

定めた対価を据え置く場合 

ケ 標準税率が適用される商品を納入する取引先に対して，自己の供給す

る商品が軽減税率の対象品目であることを理由として，消費税率引上げ

前の対価に消費税率引上げ分を上乗せした額よりも低い対価を定める

場合 （注５） 

（注５）標準税率が適用される商品の納入については，取引先に支払う対価は消費

税率引上げ分高くなるが，仕入控除税額もその分増加することとなる。 

 

（３）商品購入，役務利用又は利益提供の要請 

   商品又は役務について，消費税率引上げ分の全部又は一部を上乗せする

代わりに，特定供給事業者に商品を購入させ，役務を利用させ又は経済上の

利益を提供させること 

  ＜問題となる事例＞ 

【商品購入，役務利用の要請】 

ア 消費税率引上げ分の全部又は一部を上乗せすることを受け入れる代

わりに，取引先にディナーショーのチケットの購入，自社の宿泊施設の

利用等を要請する場合 

イ 消費税率引上げ分の全部又は一部を上乗せすることを受け入れる代

わりに，本体価格の引下げに応じなかった取引先に対し，毎年定期的に

一定金額分購入してきた商品の購入金額を増やすよう要請する場合 

ウ 自社の指定する商品を購入しなければ，消費税率引上げに伴う対価の

引上げに当たって不利な取扱いをする旨を示唆する場合 

【利益提供の要請】 

ア 消費税率引上げ分の全部又は一部を上乗せすることを受け入れる代

わりに，消費税の転嫁の程度に応じて，取引先ごとに目標金額を定め，

協賛金を要請する場合 

イ 消費税率引上げ分の全部又は一部を上乗せすることを受け入れる代

わりに，通常必要となる費用を負担することなく，取引先に対し，従業



員等の派遣又は増員を要請する場合 

ウ 消費税率引上げ分の全部又は一部を上乗せすることを受け入れる代

わりに，消費税率の引上げに伴う価格改定や，外税方式への価格表示の

変更等に係る値札付け替え等のために，取引先に対し，従業員等の派遣

を要請する場合 

エ 消費税率引上げ分の全部又は一部を上乗せすることを受け入れる代

わりに，取引先に対し，取引の受発注に係るシステム変更に要する費用

の全部又は一部の負担を要請する場合 

オ 消費税率引上げ分の全部又は一部を上乗せすることを受け入れる代

わりに，金型等の設計図面，特許権等の知的財産権，その他経済上の利

益を無償又は通常支払われる対価と比べて著しく低い対価で提供要請

する場合 

カ 消費税率引上げ分の全部又は一部を上乗せすることを受け入れる代

わりに，「１０月１日以降○％値下げ」，「１０月１日以降○％ポイント

付与」等と表示したセールの実施に当たって，特定事業者が，自社の利

益を確保するため，協賛金の提供又は従業員等の派遣を要請する場合 

 

（４）本体価格での交渉の拒否 

   商品又は役務の供給の対価に係る交渉において消費税を含まない価格を

用いる旨の特定供給事業者からの申出を拒むこと （注６） 

（注６）申出を拒むとは，特定事業者が，特定供給事業者からの申出を明示的に拒む場

合が該当することはいうまでもないが，例えば，次のとおり，特定供給事業者が本

体価格で価格交渉を行うことを困難にさせる場合も該当する。 

ア 特定供給事業者が本体価格と消費税額を別々に記載した見積書等を提出し

たため，本体価格に消費税額を加えた総額のみを記載した見積書等を再度提出

させる場合 

イ 特定事業者が，本体価格に消費税額を加えた総額しか記載できない見積書等

の様式を定め，その様式の使用を余儀なくさせる場合 

 

（５）報復行為 

   上記（１）から（４）に掲げる行為があるとして，特定供給事業者が公正

取引委員会，主務大臣又は中小企業庁長官に対しその事実を知らせたこと

を理由として，取引の数量を減じ，取引を停止し，その他不利益な取扱いを

すること 



消費税転嫁対策特別措置法について
※消費税の円滑かつ適正な転嫁の確保のための消費税の転嫁を阻害する行為の是正等に関する特別措置法

消費税転嫁対策特別措置法が，平成２５年１０月１日付けで施行されています（同法は，令和３年３月３１日まで
適用されます。）。政府では，この法律に基づき消費税の円滑かつ適正な転嫁に向けた取組を行っています。
※法律改正により，同法の期限は，平成３０年９月３０日から令和３年３月３１日に延長されました。

Ⅰ 消費税の転嫁拒否等の行為の是正に関する特別措置

違反行為を防止又は是正するため，公正取引委員会，主務大臣，中小企業庁長官が必要な指導・助言を行
います。また，違反行為があると認めるときは，公正取引委員会が勧告を行い，その旨を公表します。

禁止される行為 具体例

① 減額
本体価格に消費税分を上乗せした額を対価とする旨契約していたが，
消費税分の全部又は一部を事後的に対価から減じること

② 買いたたき
原材料費の低減等の状況変化がない中で，消費税率引上げ前の税込
価格に消費税率引上げ分を上乗せした額よりも低い対価を定めること

③ 商品購入，役務利用又は利
益提供の要請

消費税率引上げ分を上乗せすることを受け入れる代わりに，取引先に
ディナーショーのチケットを購入させること

④ 本体価格での交渉の拒否 本体価格（消費税抜価格）で交渉したいという申出を拒否すること

⑤ 報復行為
転嫁拒否をされた事業者が，①～④の行為が行われていることを公正
取引委員会などに知らせたことを理由に，取引の数量を減らしたり，取
引を停止したりするなど，不利益な取扱いをすること

Ⅱ 消費税の転嫁を阻害する表示の是正に関する特別措置

平成２６年４月１日以降に供給する商品又は役務について，消費税の転嫁を拒む行為等が禁止されています。
適用対象となる主な取引及び禁止される行為は以下のとおりです。

転嫁拒否等をする側（規制対象）（買手） 転嫁拒否等をされる側（売手）

① 大規模小売事業者 大規模小売事業者と継続的に取引を行っている事業者

② 右欄の事業者等と継続的に取引を行っている
法人事業者

○ 資本金３億円以下の事業者
○ 個人事業者等

Ⅰに関する問い合わせ先：公正取引委員会消費税転嫁対策調査室 ０３－３５８１－５４７１（代表）

平成２６年４月１日以降に供給する商品又は役務の取引について，消費税分を値引きする等の宣伝や広告
が禁止されています。禁止される表示は以下のとおりです。

禁止される表示 禁止される表示の具体例

① 取引の相手方に消費税を転嫁していない旨の表示
「消費税は転嫁しません」
「消費税は当店が負担しています」

② 取引の相手方が負担すべき消費税に相当する額の全
部又は一部を対価の額から減ずる旨の表示であって消
費税との関連を明示しているもの

「消費税率上昇分値引きします」

③ 消費税に関連して取引の相手方に経済上の利益を提
供する旨の表示であって②に掲げる表示に準ずるもの

「消費税相当分，次回の購入に利用できるポ
イントを付与します」

違反行為を防止又は是正するため，消費者庁長官，公正取引委員会，主務大臣，中小企業庁長官が必要
な指導・助言を行います。また，違反行為があると認めるときは，消費者庁長官が勧告を行い，その旨を公
表します。

Ⅱに関する問い合わせ先：消費者庁表示対策課 ０３－３５０７－８８００（代表）



（１）転嫁カルテル（消費税の転嫁の方法の決定に係る共同行為）

平成２６年４月１日以降に供給する商品又は役務を対象にした，事業者又は事業者団体が行う転嫁カルテ
ル・表示カルテルが独占禁止法の適用除外となります（公正取引委員会に対して事前に届け出ることが必
要です。届出書の様式など，具体的な届出の方法については公正取引委員会ＨＰを御覧ください。）。

Ⅳ 消費税の転嫁及び表示の方法の決定に係る共同行為に関する特別措置

（例１）事業者がそれぞれ自主的に定めている本体価格に，消費税額分を上乗せすること
（例２）消費税額分を上乗せした結果，計算上生じる端数について，切上げ，切捨て，四捨五入等

により合理的な範囲で処理すること
※ 税込価格や税抜価格（本体価格）を決めることは，適用除外の対象にはなりません（独占禁止法に
違反する行為ですので注意してください。）。
※ 転嫁カルテルについては，参加事業者の３分の２以上が中小事業者であることが必要です。

（２）表示カルテル（消費税についての表示の方法の決定に係る共同行為）

（例１）税率引上げ後の価格について，「消費税込価格」と「消費税額」とを並べて表示する方法
を用いること

（例２）税率引上げ後の価格について，「消費税込価格」と「消費税抜価格」とを並べて表示する
方法を用いること

Ⅳに関する問い合わせ先：公正取引委員会消費税転嫁対策調査室 ０３－３５８１－５４７１（代表）

【中小事業者の範囲】
資本金等の額
（会社）

常時使用する従業員数
（会社又は個人）

製造業，建設業，運輸業 ３億円以下 ３００人以下

卸売業 １億円以下 １００人以下

サービス業 ５千万円以下 １００人以下

小売業 ５千万円以下 ５０人以下

政令で定める業種 業種ごとに政令で定める金額以下 業種ごとに政令で定める数以下

上記以外の業種 ３億円以下 ３００人以下

又は

Ⅲ 価格の表示に関する特別措置

Ⅲ（１）に関する問い合わせ先：財務省主税局税制第二課 ０３－３５８１－４１１１（代表）
Ⅲ（２）に関する問い合わせ先：消費者庁表示対策課 ０３－３５０７－８８００（代表）

（１） 平成２５年１０月１日以降，消費税の円滑かつ適正な転嫁の確保や事業者の値札の貼り替えなどの事
務負担に配慮する観点から，表示価格が税込価格であると誤認されないための措置を講じていれば，「税
込価格」を表示しなくてもよいとする特例が設けられています。

※ 消費者への配慮の観点から，上記の特例を受ける事業者はできるだけ速やかに「税込価格」を表示するよう努
めることとされています。

【具体的な表示の例】

（例１）値札，チラシ，ポスター，商品カタログ，インターネットのウェブページ等において，商
品等の価格を次のように表示する。

（例２）個々の値札等においては「○○円」と税抜価格のみを表示し，別途，店内の消費者が商品
等を選択する際に目に付きやすい場所に，明瞭に，「当店の価格は全て税抜価格となってい
ます。」といった掲示を行う。

○○円（税抜） ○○円（税抜価格） ○○円（本体価格） ○○円＋税

（２） 事業者が，税込価格に併せて，税抜価格を表示する場合において，税込価格が明瞭に表示されている
ときは，景品表示法第５条（不当表示）の規定は適用しないこととされています。
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消費税の転嫁を阻害する表示に関する考え方 

 

平成25年９月10日 

一部改定 平成27年４月１日 

一部改定 平成28年４月１日 

一部改定 平成28年11月28日 

一部改定 平成31年３月29日 

消 費 者 庁 

 

第１ はじめに 

１ 法律の概要等 

  消費税の円滑かつ適正な転嫁の確保のための消費税の転嫁を阻害する行

為の是正等に関する特別措置法（以下「本法」という。）は、平成26年４

月１日及び平成31年10月１日における消費税率（地方消費税率を含む。以

下同じ。）の引上げに際し、消費税（地方消費税を含む。以下同じ。）の

円滑かつ適正な転嫁を確保する観点から、消費税の転嫁を阻害する行為の

是正、価格の表示並びに消費税の転嫁及び表示の方法の決定に係る共同行

為に関する特別の措置について定めている。 

  このうち、本法第８条（以下「本条」という。）は、以下のとおり消費

税の円滑かつ適正な転嫁を阻害する表示に係る事業者の遵守事項を定めて

いる。 

 

（事業者の遵守事項） 

第８条 事業者は、平成26年４月１日以後における自己の供給する商品

又は役務の取引について、次に掲げる表示をしてはならない。 

一 取引の相手方に消費税を転嫁していない旨の表示 

二 取引の相手方が負担すべき消費税に相当する額の全部又は一部を

対価の額から減ずる旨の表示であって消費税との関連を明示してい

るもの 

三 消費税に関連して取引の相手方に経済上の利益を提供する旨の表

示であって前号に掲げる表示に準ずるものとして内閣府令で定める

もの（注１）（注２） 

 

（注１）消費税の円滑かつ適正な転嫁の確保のための消費税の転嫁を阻害

する行為の是正等に関する特別措置法第八条第三号の規定による消

費税に関連して取引の相手方に経済上の利益を提供する旨の表示に

関する内閣府令 

消費税の円滑かつ適正な転嫁の確保のための消費税の転嫁を阻害

する行為の是正等に関する特別措置法（平成二十五年法律第四十一

号）第八条第三号に規定する内閣府令で定める表示は、消費税に関

連して取引の相手方に次に掲げる経済上の利益を提供する旨の表示

であって同条第二号に掲げる表示に準ずるものとする。 

一 物品並びに土地及び建物その他の工作物 

二 金銭、金券、預金証書、当せん金附証票及び公社債、株券、商
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品券その他の有価証券 

三 供応（映画、演劇、スポーツ、旅行その他の催物等への招待又

は優待を含む。） 

四 便益、労務その他の役務 

 

（注２）いわゆる「ポイントサービス」（購入額に一定率を乗じる等して

算出された「ポイント」を次回購入時の支払に充てること等ができ

るサービスをいう。）は本条第３号の「経済上の利益」に当たり、

内閣府令では第４号の「便益、労務その他の役務」に含まれる。 

 

２ 本条の趣旨 

  消費税は、最終的には消費者が負担し事業者が納付するものである。 

  本条は、あたかも消費者が消費税を負担していない又はその負担が軽減

されているかのような誤認を消費者に与えないようにするとともに、納入

業者に対する買いたたきや、競合する小売事業者の消費税の転嫁を阻害す

ることにつながらないようにするため、事業者が消費税分を値引きする等

の宣伝や広告を行うことを禁止するものである。 

  なお、本条は、あくまで消費税分を値引きする等の宣伝や広告を禁止す

るものであり、事業者の企業努力による価格設定自体を制限するものでは

ない。また、本条に該当しない安売り、特売、セール等の宣伝や広告を禁

止するものではない。 

 

３ 本考え方の目的 

  本考え方は、本条で禁止される表示についての基本的な考え方及び禁止

される具体的な表示例等を明らかにすることにより、法運用の透明性を確

保するとともに、事業者の予見可能性を高めることを目的とするものであ

る。 

 

第２ 本条に係る基本的な考え方 

１ 本条の適用対象となる者 

  本条の適用対象となる「事業者」については、不当景品類及び不当表示

防止法（以下「景品表示法」という。）における「事業者」と同様であり、

消費税の課税事業者に限られない。 

 

２ 本条における「表示」 

  本条における「表示」については、景品表示法における「表示」と同様、

事業者が商品又は役務の供給の際に顧客を誘引するために利用するあらゆ

る表示が対象となる（注３）。 

  なお、本条が予定する典型的な場面は、小売事業者による消費者向けの

表示であるが、必ずしもそれに限られるものではなく、事業者間取引にお

ける表示（例えば、事業者向けのカタログやパンフレットの記載等）で

あっても、本条の対象となる。 

 

（注３）不当景品類及び不当表示防止法第２条の規定により景品類及び表

示を指定する件（昭和37年６月30日公正取引委員会告示第３号） 
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第１項 （略） 

第２項 法第２条第４項に規定する表示とは、顧客を誘引するための手

段として、事業者が自己の供給する商品又は役務の取引に関する事項

について行う広告その他の表示であつて、次に掲げるものをいう。  

一 商品、容器又は包装による広告その他の表示及びこれらに添付し

た物による広告その他の表示  

二 見本、チラシ、パンフレット、説明書面その他これらに類似する

物による広告その他の表示（ダイレクトメール、ファクシミリ等に

よるものを含む。）及び口頭による広告その他の表示（電話による

ものを含む。）  

三 ポスター、看板（プラカード及び建物又は電車、自動車等に記載

されたものを含む。）、ネオン・サイン、アドバルーン、その他こ

れらに類似する物による広告及び陳列物又は実演による広告  

四 新聞紙、雑誌その他の出版物、放送（有線電気通信設備又は拡声

機による放送を含む。）、映写、演劇又は電光による広告  

五 情報処理の用に供する機器による広告その他の表示（インター

ネット、パソコン通信等によるものを含む。） 

 

３ 禁止される表示に関する基本的な考え方 

  本条は、消費税分を値引きする等の宣伝や広告を禁止するものであり、

「消費税は転嫁しません」、「消費税率上昇分値引きします」、「消費税

相当分、次回の購入に利用できるポイントを付与します」等の表示は禁止

されることになる（注４）。 

  なお、「消費税」といった文言を含まない表現については、宣伝や広告

の表示全体から消費税を意味することが客観的に明らかな場合でなければ、

禁止される表示には該当しない（注５）。 

 

（注４）「消費税」といった文言を含む表現であっても、消費税分を値引

きする等の宣伝や広告でなければ、本条で禁止されることはない。

例えば、「毎月20日は全品８％割引セール（なお、10月１日から消

費税率が10％になります。）」との表示自体では直ちに禁止される

ものではない。 

 

（注５）例えば、「消費税」といった文言を含まない表現であっても、

「増税分２％値下げ」、「税率引上げ対策、10％還元セール」など、

「増税」又は「税」といった文言を用いて実質的に消費税分を値引

きする等の趣旨の宣伝や広告を行うことは、通常、本条で禁止され

る表示に該当する。 

 

第３ 禁止される具体的な表示例等 

１ 禁止される具体的な表示例 

  次のような表示は、いずれも、消費税分を値引きする等の宣伝や広告と

して、本条で禁止される（注６）。 

（注６）本条で禁止される表示に該当するか否かは、事業者が行う宣伝や

広告の表示全体から判断されることとなる。例えば、チラシに大き
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く「２％値引き」と記載するとともに、同一のチラシに相対的に小

さく「消費税率が引き上げられますが、当店は引上げ分の値引きで

皆様を応援します。」と記載していれば、消費税分を値引きする等

の表示として本条で禁止される。 

 

(1) 取引の相手方に消費税を転嫁していない旨の表示（第１号） 

ア 「消費税は転嫁しません。」 

イ 「消費税は一部の商品にしか転嫁していません。」 

ウ 「消費税を転嫁していないので、価格が安くなっています。」 

エ 「消費税はいただきません。」 

オ 「消費税は当店が負担しています。」 

カ 「消費税はおまけします。」 

キ 「消費税はサービス。」 

ク 「消費税還元」、「消費税還元セール」 

ケ 「当店は消費税増税分を据え置いています。」 

(2) 取引の相手方が負担すべき消費税に相当する額の全部又は一部を対価

の額から減ずる旨の表示であって消費税との関連を明示しているもの

（第２号） 

ア 「消費税率上昇分値引きします。」 

イ 「消費税10％分還元セール」 

ウ 「増税分は勉強させていただきます。」 

エ 「消費税率の引上げ分をレジにて値引きします。」 

(3) 消費税に関連して取引の相手方に経済上の利益を提供する旨の表示で

あって第２号に掲げる表示に準ずるものとして内閣府令で定めるもの

（第３号） 

ア 「消費税相当分、次回の購入に利用できるポイントを付与します。」 

イ 「消費税相当分の商品券を提供します。」 

ウ 「消費税相当分のお好きな商品１つを提供します。」 

エ 「消費税増税分を後でキャッシュバックします。」 

 

２ 禁止されない表示の具体例 

  次のような表示は、宣伝や広告の表示全体からみて消費税を意味するこ

とが客観的に明らかな場合でなければ、いずれも、消費税分を値引きする

等の宣伝や広告には該当せず、本条で禁止される表示には当たらない。 

(1) 消費税との関連がはっきりしない「春の生活応援セール」、「新生活

応援セール」 

(2) たまたま消費税率の引上げ幅と一致するだけの「２％値下げ」、

「２％還元」、「２％ポイント還元」 

(3) たまたま消費税率と一致するだけの「10％値下げ」、「10％還元セー

ル」、「10％ポイント進呈」 

以上 
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（参考）消費税率の引上げに伴う表示に関する景品表示法の考え方 

 

１ はじめに 

  前記のとおり、本条は、あたかも消費者が消費税を負担していない又はそ

の負担が軽減されているかのような誤認を消費者に与えないようにするとと

もに、納入業者に対する買いたたきや、競合する小売事業者の消費税の転嫁

を阻害することにつながらないようにするため、事業者が消費税分を値引き

する等の宣伝や広告を行うことを禁止するものである。 

  他方、本法では、本条の規定に違反する行為について、勧告に従ったとき

に限り、当該勧告に係る行為を景品表示法上の措置命令の適用除外としてい

るところ（本法第９条において読み替えて準用する本法第７条）、勧告に従

わなかった場合には、当該違反行為について、景品表示法の手続に移行する

可能性がある。 

  景品表示法の観点から、消費税率の引上げに伴う表示についての基本的な

考え方及び禁止される具体的な表示例等は以下のとおりである。 

 

２ 基本的な考え方 

  消費税に関連して、販売価格又は料金の額（以下「販売価格等」とい

う。）、当該販売価格等が適用される商品又は役務の範囲、当該販売価格等

が適用される顧客の条件等について事実に反する表示を行うことは、一般消

費者に当該事業者の販売価格等が実際のもの又は当該事業者と同種若しくは

類似の商品若しくは役務を供給している他の事業者に係るものよりも著しく

有利であるとの誤認を生じさせ、景品表示法第５条第２号が禁止する不当表

示（有利誤認）に該当するおそれがある（注７）。 

 

（注７）景品表示法 

第５条 事業者は、自己の供給する商品又は役務の取引について、次の各

号のいずれかに該当する表示をしてはならない。 

 一 （略） 

 二 商品又は役務の価格その他の取引条件について、実際のもの又は当

該事業者と同種若しくは類似の商品若しくは役務を供給している他の

事業者に係るものよりも取引の相手方に著しく有利であると一般消費

者に誤認される表示であつて、不当に顧客を誘引し、一般消費者によ

る自主的かつ合理的な選択を阻害するおそれがあると認められるもの 

 三 （略） 

 

３ 禁止される表示例 

  次のような表示は、景品表示法上問題となるおそれがある。 

(1) 消費税率引上げ前の相当期間にわたって販売されていた価格とはいえな

い価格にもかかわらず、当該価格で消費税率引上げ以降も販売しているか

のような「価格据え置き」等の表示（注８） 

(2) 消費税率の引上げに際して、商品の内容量を減らしているなど、当該商

品の販売価格に影響する要素が同一ではないにもかかわらず、その旨を明

確に示さずに行う「価格据え置き」等の表示（注８） 

(3) 実際には、その小売事業者が過去の販売価格等から消費税率の引上げ幅
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又は消費税率と一致する率の値引きをしていないにもかかわらず、これら

の率を値引きしているかのような「２％値引き」、「10％値引き」等の表

示（注８） 

(4) 二重価格表示（自己の販売価格に当該販売価格よりも高い他の価格（以

下「比較対照価格」という。）を併記して表示することをいう。）を行う

場合に、税抜きの販売価格等の比較対照価格として、税込みのメーカー希

望小売価格等を用いる表示 

(5) 消費税率の引上げに際して、事業者の販売価格等について、実際には消

費税率の引上げ分相当額を超えて値上げしたにもかかわらず、消費税率の

引上げ分相当額しか値上げしていないかのような表示 

(6) 非課税の商品又は役務は、土地、有価証券などごく限られているのに、

それ以外の商品又は役務について、消費税が課税されていないかのような

表示 

(7) 免税事業者でないにもかかわらず、免税事業者であるかのような表示、

又は免税事業者と取引していないにもかかわらず、免税事業者と取引して

いるかのような表示 

 

（注８）「価格据え置き」など過去の販売価格等のままで販売しているかの

ような表示や「２％値引き」など過去の販売価格等から一定率値引き

しているかのような表示について、一般消費者は、通常、同一の商品

が当該価格で当該表示が行われている前の相当期間販売されていたと

認識するものと考えられる。したがって、消費税率引上げ直前に値上

げを行った場合の値上げ後の価格や内容量を減らす前の価格など、同

一の商品について最近相当期間にわたって販売されていた価格とはい

えない価格を前提に消費税率引上げ以降「価格据え置き」や「２％値

引き」等の表示を行う場合は、一般消費者に消費税率引上げ以降にお

ける販売価格が、同一の商品が消費税率引上げ前の最近相当期間にわ

たって販売されていた価格と同じ価格である又はその価格から表示さ

れた率が値引きされているとの誤認を与え、不当表示に該当するおそ

れがある（同一ではない商品の価格を比較対照価格に用いて表示を行

う場合の考え方は、「不当な価格表示についての景品表示法上の考え

方」（平成12年６月30日公正取引委員会）第４の１（１）を参照。ま

た、最近相当期間にわたって販売されていた価格についての考え方は、

同考え方第４の２（１）ア（イ）及び（ウ）を参照。具体的な記載は

別添を参照。）。 
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不当な価格表示についての景品表示法上の考え方（平成12年６月30日公正取引

委員会） 

 

第１～３（略） 

第４ 二重価格表示について 

１ 二重価格表示についての基本的考え方 

  二重価格表示は、事業者が自己の販売価格に当該販売価格よりも高い他

の価格（以下「比較対照価格」という。）を併記して表示するものであり、

その内容が適正な場合には、一般消費者の適正な商品選択と事業者間の価

格競争の促進に資する面がある。 

  しかし、次のように、二重価格表示において、販売価格の安さを強調す

るために用いられた比較対照価格の内容について適正な表示が行われてい

ない場合には、一般消費者に販売価格が安いとの誤認を与え、不当表示に

該当するおそれがある。 

 (1) 同一ではない商品の価格を比較対照価格に用いて表示を行う場合 

ア 同一ではない商品の価格との二重価格表示が行われる場合には、販

売価格と比較対照価格との価格差については、商品の品質等の違いも

反映されているため、二重価格表示で示された価格差のみをもって販

売価格の安さを評価することが難しく、一般消費者に販売価格が安い

との誤認を与え、不当表示に該当するおそれがある。 

なお、同一ではない商品との二重価格表示であっても、一の事業者

が実際に販売している二つの異なる商品について現在の販売価格を比

較することは、通常、景品表示法上問題となるものではない。 

イ 商品の同一性は、銘柄、品質、規格等からみて同一とみられるか否

かにより判断される。 

なお、衣料品等のように色やサイズの違いがあっても同一の価格で

販売されるような商品については、同一の商品に該当すると考えられ

る。 

また、ある一つの商品の新品と中古品、汚れ物、キズ物、旧型又は

旧式の物（以下「中古品等」という。）とは、同一の商品とは考えら

れない。 

野菜、鮮魚等の生鮮食料品については、一般的には、商品の同一性

を判断することが難しいと考えられる。このため、生鮮食料品を対象

とする二重価格表示については、後記２の(1)ウで記述するタイム

サービスのように商品の同一性が明らかな場合や、一般消費者が商品

の同一性を判断することが可能な場合を除き、一般消費者に販売価格

が安いとの誤認を与え、不当表示に該当するおそれがある。 

(2) （略） 

２ 過去の販売価格等を比較対照価格とする二重価格表示について 

(1) 基本的考え方 

ア 過去の販売価格を比較対照価格とする二重価格表示 

(ｱ)（略） 

(ｲ)「最近相当期間にわたって販売されていた価格」についての考え

方 

ａ 「相当期間」については、必ずしも連続した期間に限定される

別添 
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ものではなく、断続的にセールが実施される場合であれば、比較

対照価格で販売されていた期間を全体としてみて評価することと

なる。 

ｂ また、「販売されていた」とは、事業者が通常の販売活動にお

いて当該商品を販売していたことをいい、実際に消費者に購入さ

れた実績のあることまでは必要ではない。 

他方、形式的に一定の期間にわたって販売されていたとしても、

通常の販売場所とは異なる場所に陳列してあるなど販売形態が通

常と異なっている場合や、単に比較対照価格とするための実績作

りとして一時的に当該価格で販売していたとみられるような場合

には、「販売されていた」とはみられないものである。 

(ｳ) 「最近相当期間にわたって販売されていた価格」か否かの判断基

準 

比較対照価格が「最近相当期間にわたって販売されていた価格」

に当たるか否かは、当該価格で販売されていた時期及び期間、対

象となっている商品の一般的価格変動の状況、当該店舗における

販売形態等を考慮しつつ、個々の事案ごとに検討されることとな

るが、一般的には、二重価格表示を行う最近時（最近時について

は、セール開始時点からさかのぼる８週間について検討されるも

のとするが、当該商品が販売されていた期間が８週間未満の場合

には、当該期間について検討されるものとする。）において、当

該価格で販売されていた期間が当該商品が販売されていた期間の

過半を占めているときには、「最近相当期間にわたって販売され

ていた価格」とみてよいものと考えられる。ただし、前記の要件

を満たす場合であっても、当該価格で販売されていた期間が通算

して２週間未満の場合、又は当該価格で販売された最後の日から

２週間以上経過している場合においては、「最近相当期間にわ

たって販売されていた価格」とはいえないものと考えられる。 

（以下略） 
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総額表示義務に関する消費税法の特例に係る不当景品類及び不当表示防止法の 

適用除外についての考え方 

 

平成25年９月10日 

一部改定 平成27年４月１日 

一部改定 平成28年４月１日 

一部改定 平成28年11月28日 

一部改定 平成31年３月29日 

消 費 者 庁 

 

第１ はじめに 

１ 法律の概要等 

   消費税の円滑かつ適正な転嫁の確保のための消費税の転嫁を阻害する行

為の是正等に関する特別措置法（以下「本法」という。）は、平成 26年４月

１日及び平成 31 年 10 月１日における消費税率（地方消費税率を含む。以

下同じ。）の引上げに際し、消費税（地方消費税を含む。以下同じ。）の円滑

かつ適正な転嫁を確保する観点から、消費税の転嫁を阻害する行為の是正、

価格の表示並びに消費税の転嫁及び表示の方法の決定に係る共同行為に関

する特別の措置について定めている。 

   本法第 10 条は、消費税法第 63 条が定める総額表示義務の特例を規定し

ているところ、本法第 10条第３項は、自己の供給する商品又は役務の税込

価格を表示する場合において、消費税の円滑かつ適正な転嫁のため必要が

あるときは、税込価格に併せて、消費税を含まない価格（以下「税抜価格」

という。）又は消費税の額を併記する旨を定めている。 

   また、本法第 11条（以下「本条」という。）は、本法第 10条第３項が定

める場合において、税込価格が明瞭に表示されているときは、税抜価格の表

示につき、不当景品類及び不当表示防止法（以下「景品表示法」という。）

第５条の規定を適用しない旨を定めている。 

 

（総額表示義務に関する消費税法の特例） 

第 10 条 事業者（消費税法（昭和 63 年法律第 108 号）第 63 条に規定

する事業者をいう。以下この条において同じ。）は、自己の供給する商

品又は役務の価格を表示する場合において、今次の消費税率引上げに

際し、消費税の円滑かつ適正な転嫁のため必要があるときは、現に表

示する価格が税込価格（消費税を含めた価格をいう。以下この章にお

いて同じ。）であると誤認されないための措置を講じているときに限

り、同法第 63 条の規定にかかわらず、税込価格を表示することを要

HF128
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しない。 

２ 前項の規定により税込価格を表示しない事業者は、できるだけ速や

かに、税込価格を表示するよう努めなければならない。 

３ 事業者は、自己の供給する商品又は役務の税込価格を表示する場合

において、消費税の円滑かつ適正な転嫁のため必要があるときは、税

込価格に併せて、消費税を含まない価格又は消費税の額を表示するも

のとする。 

 

（不当景品類及び不当表示防止法の適用除外） 

第 11 条 前条第３項の場合において、税込価格が明瞭に表示されてい

るときは、当該消費税を含まない価格の表示については、不当景品類

及び不当表示防止法（昭和 37 年法律第 134 号）第５条の規定は、適

用しない。 

 

２ 本条の趣旨 

  本法第 10 条第３項の規定に従って税込価格と税抜価格を併記する場合、

その表示方法によっては、当該表示価格が税込価格でないにもかかわらず税

込価格であると一般消費者に誤認を与え、景品表示法第５条により禁止され

る表示（価格についての表示であることから、具体的には、同条第２号（有

利誤認））に該当する可能性がある（注１）。 

  一方、税込価格と税抜価格が併記される場合において、税込価格が明瞭に

表示されている場合には、価格について一般消費者に誤認を与えることとは

ならないため、景品表示法第５条の適用が除外される旨を確認的に規定した

ものである。 

 

（注１）景品表示法 

 （不当な表示の禁止） 

第５条 事業者は、自己の供給する商品又は役務の取引について、次の各

号のいずれかに該当する表示をしてはならない。 

  一 （略） 

  二 商品又は役務の価格その他の取引条件について、実際のもの又は当

該事業者と同種若しくは類似の商品若しくは役務を供給している他

の事業者に係るものよりも取引の相手方に著しく有利であると一般

消費者に誤認される表示であつて、不当に顧客を誘引し、一般消費者

による自主的かつ合理的な選択を阻害するおそれがあると認められ

るもの 

  三 （略） 

第２ 税込価格が明瞭に表示されているか否かの考え方 
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   前記第１の２のとおり、税込価格と税抜価格を併記する場合において、景

品表示法で禁止される表示に該当するのは、表示されている税抜価格を税

込価格であると一般消費者が誤認する場合である。したがって、税込価格に

併せて税抜価格を表示する場合に、表示媒体における表示全体からみて、税

込価格が一般消費者にとって見やすく、かつ、税抜価格が税込価格であると

一般消費者に誤解されることがないように表示されていれば、税込価格が

明瞭に表示されているといえる。 

   また、この判断に当たっては、基本的に以下の要素が総合的に勘案される

（注２）。 

 

１ 税込価格表示の文字の大きさ 

  税込価格表示の文字の大きさが著しく小さいため、一般消費者が税込価格

表示を見落としてしまう可能性があるか否か。 

２ 文字間余白、行間余白 

  余白の大きさ、一定幅当たりの文字数等から、税込価格が一般消費者にと

って見づらくないか否か。 

３ 背景の色との対照性 

  例えば、明るい水色、オレンジ色、黄色の背景に、白色の文字で税込価格

を表示するといったように分かりにくい色の組合せになっていないか否か。 

  背景の色と税込価格の表示の文字の色とは、対照的な色の組合せとするこ

とが望ましい。また、背景の色と税込価格の表示の文字の色との対照性が必

ずしも十分ではない場合には、税込価格の表示に下線を引くことなどによっ

て、税込価格が一般消費者にとって見やすく、かつ、税抜価格が税込価格で

あると一般消費者に誤解されることがないように表示する必要がある。 

 

（注２）このほか、例えば、一般消費者が手に取って見るような表示物なの

か、鉄道の駅構内のポスター、限られた時間のテレビコマーシャル等、

一般消費者が離れた場所から目にしたり、短時間しか目にすることが

できないような表示物なのかなど、表示媒体ごとの特徴も、税込価格

が明瞭に表示されているか否かの判断に当たって勘案される場合が

ある。 

    また、例えば、主に走行中の車の中にいる者を対象とした看板等の

場合、表示価格が税込価格でないことを歩行者が明瞭に認識できるだ

けでは不十分であり、走行中の車の中からでも明瞭に認識できるよう

な表示とする必要がある。 

    なお、消費税総額表示制度の導入後に、ガソリンスタンドにおいて

ガソリンの販売価格をサインポール又は看板に表示するに当たり、税
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抜価格を記載したことが景品表示法に違反するおそれがあるとして

警告が行われた事例がある（平成 17 年 12 月 27 日公正取引委員会警

告）。 

 

第３ 具体例 

 １ 明瞭に表示されているといえる例 

９,８００円（税込１０，７８０円） 

 

９,８００円（税込１０，７８０円） 

 

９,８００円（税込１０，７８０円） 

 

９,８００円（税込１０，７８０円） 

 

 

 ２ 明瞭に表示されているとはいえない例 

  (1) 税込価格表示の文字の大きさに問題がある例 

９，８００円（税込10,780円） 

 

  (2) 文字間余白、行間余白に問題がある例（一定幅当たりの文字数に問題が

ある場合） 

９,８００円（税 込 １ ０ ， ７ ８ ０ 円） 

 

  (3) 背景の色との対照性に問題がある例 

９，８００円（税込１０，７８０円） 

 以上 



円滑かつ
適正な
転嫁のために　

消費税の
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❶ 消費税率引上げの趣旨

消費税率引上げの趣旨・
消費税の性格1

　今般の消費税率の引上げは、幅広く国民各層に社会保障の安定財源の確保のための負担を
求めることにより、社会保障の充実・安定化と財政健全化の同時達成を目指すものです。

POINT

消費税率の段階的引上げ

社会保障の安定財源の確保

消費税率は段階的に引き上げることにより、経済活動に与える影響を抑えます。

（消費税6.3％、地方消費税1.7％）（消費税４％、地方消費税１％）

※軽減税率の対象となる飲食料品（酒類及び外食を除く）及び定期購読契約が締結された週２回
以上発行される新聞については、８％（消費税6.24％、地方消費税1.76％）となります。

平成26年4月より平成9年4月より

（消費税7.8％、地方消費税2.2％）

令和元年10月より

なぜ消費税？
税収が安定しています。
負担が世代間で公平です。
経済活動に中立的です。
高い財源調達力があります。

※

全
額
を
社
会
保
障
財
源
化

社会保障の充実 財
政
の
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化
に
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定
の
寄
与

消
費
税
率
５
％
の
引
上
げ
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社会保障の安定化
 
 

待機児童解消、医療介護サービスの充実、
教育負担の軽減など

 

 

年金国庫負担２分の１等
後代への負担の付け回しの軽減

消費税率引上げに伴う社会保障支出の増 

⎧
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❷ 消費税の性格・仕組みPOINT

原材料
製造業者
原材料
製造業者

完成品
製造業者
完成品
製造業者 卸売業者卸売業者 小売業者小売業者 消費者消費者

課税 課税 課税 課税

納税義務者 納税義務者 納税義務者 納税義務者

2,200円
税　200円

5,500円
税　500円

7,700円
税　700円

11,000円
税　1,000円（税率10％）

200円

500円
700円

1,000円を
最終消費者
が負担

【消費税】

【消費税】

【消費税】

【消費税】

200円

300円

200円

300円

⎫
⎬
⎭

⎫
⎬
⎭

⎫
ℓ
ℓ
⎬
ℓ
ℓ
⎭

⎫
ℓ
ℓ
⎬
ℓ
ℓ
⎭

⎫
ℓ
ℓ
ℓ
ℓ
ℓ
ℓ
ℓ
ℓ
ℓ
ℓ
⎬
ℓ
ℓ
ℓ
ℓ
ℓ
ℓ
ℓ
ℓ
ℓ
ℓ
⎭
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　消費税は、消費一般に対して広く公平に負担を求める税金です。そのため、原則として全ての
財貨・サービスの国内における販売、提供などを課税対象とし、事業者を納税義務者として、そ
の売上げに対して課税を行うとともに、税の累積を排除するために、事業者は売上げに係る税額
から仕入れに係る税額を控除（仕入税額控除）し、その差引税額を納付することとされています。
　事業者に課される消費税相当額は、コストとして販売価格に織り込まれて転嫁され、最終的に
は消費者が負担することが予定されています。

消費税の転嫁の仕組み

財務省主税局税制第二課　03-3581-4111（代表）１に対するお問い合わせ先
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需要変動の平準化に向けた
価格設定の柔軟化2

　平成26年４月の消費税率引上げの際は、税率引上げ時に様 な々物・サービスの価格が一斉に上昇し、
引上げ前後に大きな駆け込み需要・反動減が発生しました。この経験を踏まえ、政府において、事業
者による自由な価格設定が原則であることを再確認する価格設定ガイドラインが取りまとめられました。

消費税率の引上げに伴う価格設定について（ガイドライン）
平成30年11月28日

❶ 価格設定に関する考え方
　　▶�我が国においては、消費税が1989年に導入されて以降、導入時及び

税率引上げ時に、一律一斉に価格が引き上げられるものとの認識が広
く定着しています。

　　▶�これに対し、1960年代から1970年代前半に付加価値税が導入され、
税率引上げの経験を積み重ねてきている欧州諸国では、税率引上げに
当たり、どのようなタイミングでどのように価格を設定するかは、事業
者がそれぞれ自由に判断しています。このため、税率引上げの日に一
律一斉に税込価格の引上げが行われることはなく、税率引上げ前後に
大きな駆け込み需要・反動減も発生していません。

　　▶�たしかに、消費税は、事業者ではなく、消費者が最終的には負担する
ことが予定されているため、消費税率引上げ後に小売事業者が値引き
を行う場合、消費税転嫁対策特別措置法により、「消費税はいただい
ていません」「消費税還元セール」など、消費税と直接関連した形で
宣伝・広告を行うことは禁止されていますが、これは事業者の価格設
定のタイミングや値引きセールなどの宣伝・広告自体を規制するもので
はありません。例えば、「10月１日以降○％値下げ」「10月１日以降
○％ポイント付与」などと表示することは問題ありません。

　　▶�また、今回は、中小・小規模小売事業者に対して、来年10月の消費税
引上げ後の一定期間に限り、ポイント還元といった新たな手法などに
よる支援などを行う予定です。これにより、中小・小規模小売事業者は、
消費税率引上げ前後に需要に応じて柔軟に価格設定できる幅が広がる
ようになります。

3

4

3
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　　▶�大企業においても、消費税率引上げ後、自らの経営資源を活用し
て値引きなど自由に価格設定を行うことに何ら制約はありません。

❷ 適正な転嫁の確保
　　▶�このように消費税率引上げ後、小売事業者が自らの経営判断によ

り値引きを行うことに法令上の制約はありませんが、事業者間の
取引については、当該小売事業者に製品・サービスを納入する下
請事業者等がしわ寄せを受け、適正な価格転嫁ができず、増税分
を負担させられるような事態があってはなりません。

　　▶�消費税転嫁対策特別措置法は、小売事業者や下流の事業者が、
下請事業者や上流の事業者に対し、消費税増税分を減額するよう
求めたり、利益提供を求めたりすることなどを禁止しています。来
年10月の消費税率引上げに際しても、下請事業者等に対するこう
した不当な行為がなされないよう、引き続き、転嫁Ｇメンによる
監視や関係機関による周知を厳格に行っていきます。

❸ その他
　　▶�消費税率引上げ後、消費の平準化を図るために一定の支援措置を

講じる予定としており、事実に反して、消費税率引上げ前に、「今
だけお得」といった形で消費者に誤認を与え駆け込み購入を煽る
行為は、景品表示法に違反する可能性があります。

　　▶�消費税転嫁対策特別措置法は、税込価格の表示（総額表示）を
義務化している消費税法の特例として、「事業者が表示する価格
が税込価格と誤認されないための措置を講じているときは、税抜
価格を表示できる」と規定しており、これについて特に変更はあ
りません。

　　▶�また、従来、消費税率の引上げを理由として、それ以上の値上
げを行うことは「便乗値上げ」として抑制を求めてきましたが、
これは消費税率引上げ前に需要に応じて値上げを行うなど経営
判断に基づく自由な価格設定を行うことを何ら妨げるものではあ
りません。

5

6

7,8

9

内閣官房消費税価格転嫁等対策推進室
03-3539-2907

２に対するお問い合わせ先
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2％
値下げ!

2％
還元!

10％
 値下げ

還元
セール
￥￥

10％
秋の
生活応援
セール ハロウィンセール

Sale

10月1日以降

 ○%ポイント付与

○%値下げ!!
10月1日以降
温泉宿泊プランが

❶ 取引の相手方に消費税を転嫁していない旨の表示

❷  取引の相手方が負担す
べき消費税を対価の額
から減ずる旨の表示で
あって消費税との関連
を明示しているもの

小売事業者による宣伝・広告3
　消費税は、事業者ではなく、消費者が最終的には負担することが予定されているため、消費税率引上げ
後に小売事業者が値引きを行う場合、消費税転嫁対策特別措置法により、「消費税はいただいていません」
「消費税還元セール」など、消費税と直接関連した形で宣伝・広告を行うことは禁止されています（平成25
年10月１日から令和３年３月31日までの措置）。
　ただし、これは事業者の価格設定のタイミングや値引きセールなどの宣伝・広告自体を規制するものでは
なく、「10月１日以降○％値下げ」「10月１日以降○％ポイント付与」などと表示することは問題ありません。

▶「消費税は転嫁しません。」
▶「消費税は一部の商品にしか転嫁していません。」
▶「消費税を転嫁していないので、価格が安くなっています。」
▶「消費税はいただきません。」
▶「消費税は当店が負担しています。」

▶「消費税はおまけします。」
▶「消費税はサービス。」
▶「消費税還元」、「消費税還元セール」
▶「当店は消費税増税分を据え置いています。」

▶「消費税率上昇分値引きします。」
▶「消費税10％分還元セール」
▶「消費税分は勉強させていただきます。」
▶「消費税率の引上げ分をレジにて値引きします。」

▶「消費税相当分の商品券を提供します。」
▶「消費税相当分のお好きな商品１つを提供します。」
▶「消費税率の引上げ分を後でキャッシュバックします。」
▶「消費税相当分、次回の購入に利用できるポイントを付与します。」

禁止されない表示

禁止される表示

次の1～4のような表示は、宣伝や広告の表示全体からみて消費税を意味することが客観的に明らかな場合でなけ
れば、いずれも、消費税分を値引きする等の表示には該当しませんので、本法律で禁止されることにはなりません。

消費税は最終的に消費者が負担するものですので、以下のようなあたかも消費者が消費税を負担していないかのよう
に誤認させてしまうおそれのある表示は禁止されます。

1  消費税との関連が
はっきりしない

2  たまたま消費税率の
　 引上げ幅と一致するだけ

3  たまたま消費税率と
一致するだけ

4  「10月1日以降○%値下げ」
などの表示は問題ない

❸  消費税に関連して取引
の相手方に経済上の利
益を提供する旨の表示
であって❷に掲げる表
示に準ずるもの

5



消費税の転嫁を阻害する表示に対しては、政府一丸となって
監視・取締りを行っています。
●消費者庁長官、公正取引委員会、事業を所管する大臣等、中小企業庁長官は、事業者に対して、報告を求めたり、
職員に立入検査を行わせたりします。
●消費者庁長官、公正取引委員会、事業を所管する大臣等、中小企業庁長官は、事業者に対して、違反行為を防
止又は是正するために、必要な指導を行います。
●公正取引委員会、事業を所管する大臣等、中小企業庁長官は、違反行為があると認めるときは、消費者庁長官
に対して、適当な措置をとるよう求める措置請求を行います。
　なお、違反行為が繰り返し行われている場合などには必ず措置請求を行います。
●消費者庁長官は、違反行為があると認めるときは、速やかにその行為を取りやめることその他必要な措置をとる
よう勧告し、その旨を公表します。

（注）建設業、宅地建物取引業、不動産鑑定業、浄化槽工事業、解体工事業の一部については、都道府県知事も検査や指
導、消費者庁に対する措置請求を行います。
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消費者庁表示対策課　03-3507-8800（代表）3に対するお問い合わせ先

ポイント還元（キャッシュレス・
消費者還元事業）について4

　令和元年10月１日の消費税率引上げに伴い、需要平準化対策として、キャッシュレス対応による生
産性向上や消費者の利便性向上の観点も含め、消費税率引上げ後の一定期間に限り、中小・小規模
事業者によるキャッシュレス手段を使ったポイント還元等を支援します。

（１）消費者への還元

（２）端末導入支援

（３）手数料の引下げ

　令和元年10月１日の消費税率引上げ後９か月間について、消費者がキャッシュレス決済手段を用いて中小・小
規模の小売店・サービス業者・飲食店等で支払いを行った場合、個別店舗については５％、フランチャイズチェーン
加盟店等については２％を消費者に還元します。

　なお、決済事業者は、当該中小・小規模事業者に課す加盟店手数料を3.25％以下にしておく必要があります。

　キャッシュレス決済を導入する際に、決済事業者が提供する決済端末等について、費用を国が補助します。
　※対象店舗の端末の導入費用はゼロ。（国が2/3、決済事業者が1/3を負担）。

　キャッシュレス決済の加盟店手数料を一定以下に引下げ。
　※実施期間中の手数料は、3.25％以下。さらに、国が１/３を補助します。

経済産業省商務・サービスグループキャッシュレス推進室
03-3501-1511（代表）

4に対するお問い合わせ先
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転嫁拒否等の行為の是正5
　消費税率引上げ後、小売事業者が自らの経営判断により値引きを行うことに法令上の制約はありま
せんが、事業者間の取引については、当該小売事業者に製品・サービスを納入する下請事業者等がし
わ寄せを受け、適正な価格転嫁ができず、増税分を負担させられるような事態があってはなりません。
　消費税転嫁対策特別措置法は、小売事業者や下流の事業者が、下請事業者や上流の事業者に対し、
消費税増税分を減額するよう求めたり、利益提供を求めたりすることなどを禁止しています（平成25年
10月1日から令和３年３月31日までの措置）。令和元年10月の消費税率引上げに際しても、下請事業
者等に対するこうした不当な行為がなされないよう、引き続き、転嫁Ｇメンによる監視や関係機関によ
る周知を厳格に行っています。

▶規制対象となる消費税の転嫁拒否等の行為
平成26年４月１日以降に特定供給事業者から受ける商品または役務（サービス）の供給に関して、特定事業者が特定供
給事業者に対して消費税の転嫁拒否等の行為を行う場合が対象となります。

▶消費税の転嫁拒否等の禁止行為

❶減額、❷買いたたき、❸商品購入、役務（サービス）利用、利益提供の要請、❹本体価格での交渉の拒否、
❺報復行為

Ⅰ

Ⅱ

特定事業者（買手） 特定供給事業者（売手）

（※1）大規模小売事業者とは、一般消費者が日常使用する商品の小売業者であって前事業年度における売上高が100億円
　　　以上である事業者や一定の面積の店舗を有する事業者をいいます。
（※2）地方公共団体や独立行政法人などの法人であっても、事業を行っていれば特定事業者に該当し規制対象となります。
（※3）消費税の免税事業者であっても特定供給事業者に該当します。

大規模小売事業者（※1）

右の1から3の事業者から継続
して商品又は役務（サービス）の
供給を受ける法人である事業者
（大規模小売事業者を除く。）

左の特定事業者に継続して商品又は役務
（サービス）を供給する1から3の事業者
1個人事業者
2人格のない社団等
3資本金等の額が３億円以下で
　ある事業者

大規模小売事業者に継続して
商品又は役務（サービス）を
供給する事業者（※3）

供給

供給

（※2）

（※3）

規制対象

特定事業者と特定供給事業者との適用関係

7



３ 

小
売
事
業
者
に
よ
る

　 

宣
伝
・
広
告

４ 

ポ
イ
ン
ト
還
元
（
キ
ャ
ッ
シ
ュ
レ
ス
・

　 

消
費
者
還
元
事
業
）
に
つ
い
て

５ 

転
嫁
拒
否
等
の

　 

行
為
の
是
正

６ 

事
実
に
反
す
る

　 

「
今
だ
け
お
得
」
の
禁
止

７ 

総
額
表
示
義
務
の
特
例

８ 

総
額
表
示
に
係
る
景
品

　 

表
示
法
の
適
用
除
外

９ 

自
由
な
価
格
設
定
と

　 

便
乗
値
上
げ

10 

転
嫁
カ
ル
テ
ル
・
表
示
カ
ル
テ
ル
の

　 

独
占
禁
止
法
適
用
除
外

11 

消
費
税
価
格
転
嫁
等

　 

総
合
相
談
セ
ン
タ
ー

１ 
消
費
税
率
引
上
げ
の

　 
趣
旨
・
消
費
税
の
性
格

２ 

需
要
変
動
の
平
準
化
に
向
け
た

　 

価
格
設
定
の
柔
軟
化

５ 

転
嫁
拒
否
等
の

　

 

行
為
の
是
正

❶ 減額

❷ 買いたたきPOINT

　特定事業者は、消費税率引上げ分の全部又は一部を、事後的に減じて支払
うことにより、消費税の転嫁を拒否してはいけません。

〈具体例〉
▶リベートを増額する又は新たに提供するよう要請し、当該リベ

ートとして消費税率引上げ分の全部又は一部を対価から減じ
る場合

▶消費税率引上げ分を上乗せした結果、計算上生じる端数を対
価から一方的に切り捨てて支払う方法

【以下のような場合には、減額とはなりません】
〈具体例〉
▶商品に瑕疵がある場合や、納期に遅れた場合等、特定供給事業者

の責めに帰すべき理由により、相当と認められる金額の範囲内で
対価の額を減じる場合

POINT

　特定事業者は、合理的な理由なく、通常支払われる対価に比べて対価の額
を低く定めることにより、消費税の転嫁を拒否してはいけません。

〈具体例〉
▶消費税率引上げ前に税込価格で対価を定めている場合（いわゆる

内税取引の場合）に、①そのことを理由として、又は②取引先か
らの対価引上げの要請や価格交渉の申出がないことを理由とし
て、対価を据え置く場合

▶安売りセールを実施することを理由に、大量発注などにより特定
供給事業者のコスト削減効果などの合理的理由がないにもかかわ
らず、取引先に対して値引きを要求し、消費税率引上げ前の対価
に消費税率引上げ分を上乗せした額よりも低い対価を定める場合

▶消費税の免税事業者であることを理由に、合理的な理由がな
いにもかかわらず、消費税率引上げ分を上乗せせず対価を定
める場合

▶標準税率が適用される商品を納入する取引先に対して、自己
の供給する商品が軽減税率の対象品目であることを理由とし
て、消費税率引上げ前の対価に消費税率引上げ分を上乗せし
た額よりも低い対価を定める場合

　注　 「通常支払われる対価に比べて対価の額を低く定めること」とは、具体的には、特定事業者と特定供給事業者との間で取引している
商品又は役務（サービス）の消費税率引上げ前の対価に消費税率引上げ分を上乗せした額よりも低く定めることです。

【以下のような場合には、買いたたきとはなりません】
〈具体例〉
▶大量発注、共同配送、共同購入などにより、特定供給事業者にも客観的にコスト削減効果が生じており、当事者間

の自由な価格交渉の結果、コスト削減効果を対価に反映させる場合

8



❸ 商品購入、役務利用、利益提供の要請

❺ 報復行為

　特定事業者は、消費税の転嫁を受け入れる代わりに、特定事業者の指定す
る商品を購入させたり、役務（サービス）を利用させたり、また、経済上の利
益を提供させる行為を行ってはいけません。

〈具体例〉
▶消費税率引上げ分を上乗せすることを受け入れる代わりに、

◦取引先にディナーショーのチケットの購入、自社の宿泊施設
の利用等を要請する場合

◦協賛金を要請する場合
◦取引先に対し、従業員等の派遣又は増員を要請する場合

▶取引先に対し、消費税率の引上げに対応した受発注システム変
更に要する費用の全部又は一部の負担を要請する場合

▶自社の費用負担を明確にすることなく、取引先に対し、消費税
率の引上げに対応した値札の変更や値札の付け替え作業を要
請する場合

　特定事業者は、消費税の転嫁拒否等の行為があるとして、特定供給事業者
が公正取引委員会等にその事実を知らせたことを理由として、取引数量を減じ
たり、取引を停止したり、不利益な取扱いを行ってはいけません。

POINT

POINT

❹ 本体価格での交渉の拒否
　特定事業者は、価格交渉を行う際、特定供給
事業者から本体価格（※）での交渉の申出を受け
た場合には、その申出を拒否してはいけません。

（※）消費税を含まない価格

〈具体例〉
▶本体価格での交渉の申し出があった際に、それを拒否する場合
▶特定供給事業者が本体価格と消費税額を別々に記載した見

積書等を提出したところ、税込価格での見積書等を再提出さ
せる場合

▶税込価格しか記載できない見積書等の様式を定め、その使
用を余儀なくさせる場合

POINT

9



禁止される表示

公正取引委員会　消費税転嫁対策調査室　03-3581-5471（代表）
中小企業庁　消費税転嫁対策室　03-3501-1511（代表）

5に対するお問い合わせ先

事実に反する「今だけお得」
の禁止6

　消費税率引上げ後、消費の平準化を図るため
に一定の支援措置を講じる予定としており、事
実に反して、消費税率引き上げ前に「今だけお得」
といった形で消費者に誤認を与え駆け込み購入
を煽る行為は、景品表示法に違反する可能性が
あります。

POINT

消費者庁表示対策課　03-3507-8800（代表）6に対するお問い合わせ先
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消費税の転嫁拒否等の行為に対しては、政府一丸
となって監視・取締りを行っています。
●公正取引委員会、事業を所管する大臣等、中小企業庁長官は、特定事業者などに対して、報告を求
めたり、職員に立入検査を行わせたりします。

●公正取引委員会、事業を所管する大臣等、中小企業庁長官は、特定事業者に対して、違反行為を防
止又は是正するために、必要な指導を行います。

●事業を所管する大臣等、中小企業庁長官は、違反行為があると認めるときは、公正取引委員会に対
して、適当な措置をとるよう求める措置請求を行います。
　なお、違反行為が多数の特定供給事業者に対して行われている場合や繰り返し行われている場合な
どには必ず措置請求を行います。

●公正取引委員会は、違反行為があると認めるときは、速やかに消費税の適正な転嫁に応じることそ
の他必要な措置をとるよう勧告し、その旨を公表します。

（注）建設業、宅地建物取引業、不動産鑑定業、浄化槽工事業、解体工事業の一部については、都道府県知事も検査や指導、
公正取引委員会に対する措置請求を行います。

（注）消費税転嫁対策特別措置法による規制の対象とならない場合でも、独占禁止法違反行為や下請法違反行為については、
公正取引委員会において、厳正に対処します。
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❶ 税抜価格のみを表示する場合

△△スーパー △△スーパー △△スーパー △△スーパー

▶特例がない場合（総額表示義務あり）の例 ▶特例を適用する場合の例

必要値札の貼替えが 必要なし値札の貼替えは

▶2019.10.1～▶～2019.9.30 ▶2019.10.1～▶～2019.9.30

●●●円（税抜き） ●●●円（税抜価格） ●●●円（本体）

●●●円（本体価格） ●●●円＋税 ●●●円＋消費税

△△スーパー △△スーパー △△スーパー

△△スーパー △△スーパー △△スーパー

総額表示義務の特例7
　消費税転嫁対策特別措置法では、二度にわたる消費税率の引上げに際し、消費税の円滑かつ適正な転
嫁の確保及び事業者による値札の貼替え等の事務負担に配慮する観点から、総額表示義務の特例として、
平成25年10月１日から令和３年３月31日までの間、現に表示する価格が税込価格であると誤認されない
ための措置を講じていれば税込価格を表示することを要しないこととされています。
※消費者の利便性に配慮する観点から、令和３年３月31日までの間であっても本特例により税込価格を表示しない事業
者は、できるだけ速やかに、税込価格を表示するよう努めなければならないと規定されています。

特例を適用した場合の事務負担の軽減

1　個々の値札等において税抜価格であることを明示する例

2　店内における掲示等により
　　一括して税抜価格である
　　ことを明示する例
　　個々の値札等においては、「○○○円」と税
抜価格のみを表示し、別途、消費者が商品等を選
択する際に目につきやすい場所に、明瞭に【右図】
のような表示を行うことが考えられます。

※上記のような表示は、例えば、値札、チラシ、看板、ポスター、商品カタログ、インターネットのウェブペー
ジ等において行うことが考えられます。

具体的な表示例
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❷ 旧税率に基づく税込価格等で
 　価格表示されている場合

財務省主税局税制第二課　03-3581-4111（代表）7に対するお問い合わせ先
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▶税込価格が明瞭に表示されているか否かの考え方と具体例
　税込価格が明瞭に表示されているか否かについては、表示媒体における表示全体からみて、税込価格が一般消費者に
とって見やすく、かつ、税抜価格が税込価格であると一般消費者に誤認されることがないよう表示されているか否かに
より判断されます。
　この判断に当たっては、基本的に、①税込価格表示の文字の大きさ、②文字間余白、行間余白、③背景の色との対照
性の各要素が総合的に勘案されることになります。

総額表示に係る
景品表示法の適用除外8

　消費税転嫁対策特別措置法では、税込価格と税抜価格が併記される場合において、税込価格が明瞭
に表示されている場合には、価格について一般消費者に誤認を与えることにならないため、景品表示法
第５条（不当表示）の規定の適用が除外される旨を確認的に規定しています。

1　新税率の適用後においても一時的に旧税率に
　　基づく税込価格の表示が残る場合の表示例
　　個々の値札等においては、「○○○円」と旧税率に基づく税込価格
を表示し、別途、消費者が商品等を選択する際に目につきやすい場所
に、明瞭に【右図】のような表示を行うことが考えられます。

2　新税率の適用前から新税率に基づく
　　税込価格の表示を行う場合の表示例
　　個々の値札等においては、「○○○円」と新税率に基づく税込価格
を表示し、別途、消費者が商品等を選択する際に目につきやすい場所
に、明瞭に【右図】のような表示を行うことが考えられます。

消費者庁表示対策課　03-3507-8800（代表）8に対するお問い合わせ先

明瞭に表示されているといえる例 明瞭に表示されているとはいえない例
①

②

③

①

②

③

９，８００円（税込１０，780円）

９，８００円（税込１０，780円）

 

９，８００円（税込１０，780円） 

９，８００円（税込１０，780円）

９，８００円 （税込１０，780円）

 

９，８００円（税込１０，780円） 

消費者庁表示対策課　03-3507-8800（代表）8に対するお問い合わせ先

明瞭に表示されているといえる例 明瞭に表示されているとはいえない例
①

②

③

①

②

③

９，８００円（税込１０，780円）

９，８００円（税込１０，780円）

 

９，８００円（税込１０，780円） 

９，８００円（税込１０，780円）

９，８００円 （税込１０，780円）

 

９，８００円（税込１０，780円） 

具体的な表示例
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❶ 転嫁カルテル

自由な価格設定と便乗値上げ

転嫁カルテル・表示カルテル
の独占禁止法適用除外

9

10
　今般の消費税率の引上げに伴い、消費税を円滑かつ適正に転嫁できる環境を整備するため、消費税転嫁
対策特別措置法では、事業者又は事業者団体は、公正取引委員会に事前に届け出ることにより、消費税の
転嫁及び表示の方法の決定に係る共同行為（転嫁カルテル・表示カルテル）を独占禁止法に違反することな
く行うことができることとされています（平成25年10月１日から令和３年３月31日までの措置）。

　転嫁カルテルとは、「消費税の転嫁の方法の決定」についての共同行為です。
転嫁カルテルを行うことができるのは、主に中小事業者やその団体です。

〈具体例〉
▶各事業者がそれぞれ自主的に定めている本体価格に消費税額分を上乗せする旨の決定
▶消費税率引上げ分を上乗せした結果、計算上生じる端数について、対象となる商品の値付け単位、取引慣行、上乗

せ前の価格からの上昇の度合等を考慮して、切上げ、切捨て、四捨五入等により合理的な範囲で処理する旨の決定
　例１　 本体価格98円×10％＝消費税額9.8円　→　10円　　例２　 本体価格93円×10％＝消費税額9.3円　→　9円

【以下のような行為は認められません】
▶消費税率引上げ後の税抜価格（本体価格）又は税込価格を統一する旨の決定
▶消費税率引上げ分と異なる額（率）を転嫁する旨の決定
▶合理的な範囲を超える不当な端数処理を行う旨の決定

POINT
消費税の

転嫁の方法の決定

合理的な理由があれば便乗値上
げには当たりません

▶ 従来、消費税率の引上げを理由として、それ以上の値上げを行うことは「便乗値上げ」として抑制を求めてきましたが、こ
れは消費税率引上げ前に需要に応じて値上げを行うなど経営判断に基づく自由な価格設定を行うことを何ら妨げるもので
はありません。

▶ 一般に、個々の商品などの価格は、自由競争の下で、需給の動向やコストの変動などの市場条件を反映して決定されるもの
であり、経営判断に基づく自由な価格設定は妨げられません。税率の上昇に見合った幅以上の値上げを行う場合には、通常
のタイミングで値上げを行う場合と同様に、事業者において、値上げの理由を消費者に丁寧に説明できるようにしてください。

POINT

【以下のような事例は、便乗値上げには当たりません】
●消費税率引上げに近接したタイミングで生じた別の要因（例：原材料価格や人件費の変動等）への対応として値段を変更する。
●消費税率引上げ前の需要の高まり（駆け込み需要）に対応して、値上げを行う。

消費者庁消費者調査課　03-3507-91969に対するお問い合わせ先
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03-3581-5471（代表）

公正取引委員会
消費税転嫁対策調査室

10に対するお問い合わせ先

　表示カルテルとは、「消費税についての表示の方法の決定」についての共同行
為です。表示カルテルは、全ての事業者又は事業者団体が行うことができます。
　表示カルテルとして行うことができる行為は、例えば、以下のとおりです。

〈具体例〉
▶消費税率引上げ後の価格について統一的な表示方法を用いる旨の決定
　ア　税込価格を表示する場合

　　　例１　 「税込価格」と「消費税額」とを並べて表示
　　　例２　 「税込価格」と「税抜価格」とを並べて表示

　イ　 税込価格を表示しない場合
　　　（７　総額表示義務の特例（11頁～12頁）を利用する場合）

　　　例１　 個々の値札に、税抜価格を表示した上、「＋税」と表示する旨の決定
　　　例２　 個々の値札は税抜価格を表示した上、商品棚等の消費者に見やすい場所に、「消費税は別途いただきます」

などと表示する旨の決定

【形式上、表示の方法を決定するものであっても、共同行為の内容に転嫁カルテルの内容が含まれてい
る場合には、「転嫁カルテル」の届出が必要です】

〈具体例〉  
▶消費税率引上げ分を消費税率引上げ前の対価に上乗せした結果、計算上生じる端数を切上げにより処理して、税込

価格を表示する旨の決定

消費税についての
表示の方法の決定

中小事業者とは？

業　種

卸売業

サービス業 小売業

製造業・建設業・
運輸業等 

３億円以下又は300人以下 １億円以下又は100人以下 

５千万円以下又は100人以下 ５千万円以下又は50人以下 

資本金規模・従業員規模

〈凡例〉

共同行為を行う場合、公正取引委員会へ
の事前の届出が必要です

▶共同行為を行うには、公正取引委員会に対して、共同行
為の内容等について、事前に届け出る必要があります。

▶届出書の様式など、具体的な届出の方法については、
公正 取引委員会 ホームページ（https://www.jftc.
go.jp/）を御覧ください。

注
3

転嫁の方法の決定に係る共同行為と表
示の方法の決定に係る共同行為とでは、
要件が異なります

▶転嫁の方法の決定に係る共同行為には参加事業者の
３分の２以上が中小事業者であることが必要です。
　注　 表示の方法の決定に係る共同行為は、全ての

事業者又は事業者団体に認められています。

注
2

　共同行為はあくまで任意のものです。これを行うか、これに
参加するかどうかは、個別の事業者又は事業者団体の自主的な
判断に委ねられており、この法律によって、共同行為の実施や
参加を強制するものではありません。

注 意 点

　注　  このほか、政令による
特例があります。

❶POINT☞

以下の期間の共同行為が認められます

▶平成26年４月１日から令和３年３月31日までの間の
商品又は役務の供給を対象とした共同行為が独占禁
止法の適用除外の対象となります。
　注　 共同行為の期間中に、消費税率引上げがあっても、

共同行為の内容に変更がなければ、改めて届出
をする必要はありません。

注
4

注
1

14



消費税価格転嫁等総合相談センターは
内閣府が設置している政府共通の
相談窓口です。

消費税率引上げの趣旨・消費税の性格

財務省主税局税制第二課　	 	03－3581－4111（代表）
価格設定ガイドライン総論・広報

内閣官房消費税価格転嫁等対策推進室	 	03－3539－2907
転嫁を阻害する表示の是正

消費者庁表示対策課	 	03－3507－8800（代表）
ポイント還元

経済産業省商務・サービスグループキャッシュレス推進室	 	03－3501－1511（代表）
転嫁拒否等の行為の是正

公正取引委員会消費税転嫁対策調査室	 	03－3581－5471（代表）
中小企業庁消費税転嫁対策室	 	03－3501－1511（代表）
宣伝・広告（「消費税還元セール」、「今だけお得」等）

消費者庁表示対策課	 	03－3507－8800（代表）
総額表示義務の特例

財務省主税局税制第二課	 	03－3581－4111（代表）
景品表示法の適用除外

消費者庁表示対策課	 	03－3507－8800（代表）
便乗値上げ

消費者庁消費者調査課	 	03－3507－9196
転嫁カルテル・表示カルテル

公正取引委員会消費税転嫁対策調査室	 	03－3581－5471（代表）

● センターでは、このような相談に関して、法令等の考え方を回答するほか転嫁拒否など消費税転嫁対策特別措置法に違反す
る疑いのある行為については、相談者の御意向により、センターから担当省庁へ通知します。
※消費税法改正の内容（適用される税率等）に関して、お分かりにならない点がありましたら、最寄りの税務署にお問い合わせください。

●	転嫁に関するお問い合わせ　●	広告・宣伝に関するお問い合わせ
●	消費税の総額表示に関するお問い合わせ　●	便乗値上げに関するお問い合わせ
●	軽減税率に関するお問い合わせ　●	価格設定ガイドラインに関するお問い合わせ

専用ダイヤル：0570－200－123
【受付時間】９：00～17：00（土日祝日・年末年始を除く）

メール（HP上の専用フォーム）� （24時間受付）

http://www.tenkasoudan.go.jp

※お住まいの地域に応じた通話料金がかかります。実際にかかる金額は音声ガイダンスで御案内しております。

御相談は専用ダイヤル又はメール（HP上の専用フォーム）を御利用下さい。

（2019年５月）

消費税価格転嫁等
総合相談センター11

センターでは次のような相談を受け付けます。

お問い
合わせ先
［一　覧］
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医政総発１２２６第１号 

平成２５年１２月２６日 

 都道府県 

各 保健所設置市 衛生主管部（局）長 殿 

  特別区 

厚生労働省医政局総務課長  

（ 公  印  省  略 ） 

消費税の円滑かつ適正な転嫁の確保のための消費税の転嫁を 

阻害する行為の是正等に関する特別措置法の遵守依頼について 

 

「消費税率及び地方消費税率の引上げとそれに伴う対応について（平成25年10月１日閣

議決定）」において、消費税率（地方消費税を含む。以下同じ。）を、平成26年４月１日

に５％から８％に引き上げることが確認され、消費税の円滑かつ適正な転嫁を確保する観

点から、消費税の円滑かつ適正な転嫁の確保のための消費税の転嫁を阻害する行為の是正

等に関する特別措置法（平成25年法律第41号。以下「消費税転嫁対策特別措置法」という。）

が平成25年６月５日に成立し、同年10月１日から施行されました。 

消費税転嫁対策特別措置法において、消費税の転嫁に係る様々な特別措置を講じている

ことから、その内容を解説した下記のガイドラインが公正取引委員会、消費者庁、財務省

から公表されるとともに、事業者が消費税転嫁に際し適切な措置を講じるよう、経済産業

省、公正取引委員会、消費者庁から関係事業者に対し下記の要請文書が発出されています。 

貴職におかれましては、貴管下の関係機関等に対し、消費税転嫁対策特別措置法及び下

記のガイドラインが遵守されるよう適切なご指導をいただくとともに、下記の要請文書や

パンフレットの周知にご協力いただきますようお願いします。 

記 

消費税転嫁対策特別措置法のガイドライン 

○消費税の転嫁を阻害する行為等に関する消費税転嫁対策特別措置法，独占禁止法及び下

請法上の考え方（平成 25 年９月 10 日 公正取引委員会） 

○消費税の転嫁を阻害する表示に関する考え方（平成 25 年９月 10 日 消費者庁） 

○総額表示義務に関する消費税法の特例に係る不当景品類及び不当表示防止法の適用除外

についての考え方（平成 25 年９月 10 日 消費者庁） 

○総額表示義務に関する特例の適用を受けるために必要となる誤認防止措置に関する考え

方（平成 25 年９月 10 日 財務省） 

経済産業省及び公正取引委員会、消費者庁から関係事業者への要請文書 

○「消費税率の引上げに伴う消費税の円滑かつ適正な転嫁について」（平成 25 年 11 月付

け 20131008 中第５号、公取取第 238 号経済産業大臣、公正取引委員会委員長通知） 

○「消費税の転嫁を阻害する表示の是正に関する特別措置について」（平成 25 年 11 月 15

日付け消表対第 522 号消費者庁表示対策課長通知） 

パンフレット 

○消費税の円滑かつ適正な転嫁のために（平成 25 年 10 月 内閣官房、内閣府、公正取引

委員会、消費者庁、財務省） 

○中小企業・小規模事業者のための消費税の手引き（平成 25 年 10 月 中小企業庁） 

以上 
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